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リース業界のカーボンニュートラル行動計画フェーズⅠ目標 

（「低炭素社会実行計画」（2020 年目標））  
 計画の内容 

１．国内

の企業活

動におけ

る 2020

年の削減

目標 

目標 
本社床面積当たりの電力消費量について、基準年度（2013年度）105.4kwh/㎡

に対して、2020年度の目標水準を100.1kwh/㎡とする（基準年度対比5％削減）。 

設定 

根拠 

対象とする事業領域：  

業務部門における電力消費がほぼ100％を占めており、本社における電力消費

量を削減することが温室効果ガスの排出量削減にもっとも効果的であると考えら

れるためであり、過去との対比を可能とするため原単位ベースを採用した。 

基準年度から2020年度まで、毎年度0.7％ずつエネルギー消費量を削減するこ

とを想定した上で、本社移転等の流動的要素、参加会社数の増加等を勘案して、

基準年度対比で5％削減することとした。 

 

将来見通し：  

2020年度の目標（100.1kwh/㎡）について、新型コロナウイルス感染拡大防止

のため事務室内の換気を徹底したことに伴い、電力消費量の減少幅が小さくなっ

たこと等の理由により、2020年度目標は未達成となった。 

なお、昨年に引き続き新型コロナウイルス感染拡大の影響により低炭素社会実

行計画の実施を一時的に見合わせた会員もあり参加率が前年対比で微減した（

2019年度84％→2020年度82%）。 

BAT：  

電力排出係数：  

0.439kg-CO₂/kwh（2020年度実績（受電端・調整後）を前提） 

その他：  

２．低炭素製品・

サービス等によ

る他部門での削

減 

概要・削減貢献量： 

低炭素設備や再生可能エネルギー設備のリース等による普及促進、再生可能エ

ネルギーによる発電事業、環境経営への取組により我が国のCO₂排出量削減に貢

献している。 

（具体例） 

・低炭素設備のリース取引促進（2020年度の新規リース取扱高1,696億円） 

・低炭素設備の導入促進の各種施策（エコリース促進事業＊等の省エネルギー関

係の設備導入補助金）の中小企業等への広報、各種施策を活用したリース等の

取引促進 

＊エコリース促進事業により年間3.3万トンの CO₂を削減（2020年度） 

・再生可能エネルギー設備のリース取引の促進（2020年度に新規リース取引で設

置した設備数585設備 ＊26社実績） 

３．海外での 

削減貢献 

概要・削減貢献量： 

リース会社は、国内の取組で得たノウハウを活かし、海外において低炭素社会

実現に貢献する事業を展開することにより、海外のCO₂削減に貢献している。 

（具体例） 

・海外における低炭素設備及び再生可能エネルギー設備のリース取引 

・二国間クレジット制度（JCM）を活用した低炭素設備の導入促進 

４．革新的技術の

開発・導入 

概要・削減貢献量： 

該当なし 

５．その他の 

取組・特記事項 

2018年 11月に低炭素社会実行計画を改定した。基準年度を 2009年度から 2013

年度に変更し、2020年目標及び 2030年目標を設定した。 

2021 年度調査票（調査票本体） 
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リース業界のカーボンニュートラル行動計画フェーズⅡ目標 

（「低炭素社会実行計画」（2030 年目標）） 
 計画の内容 

１．国内

の企業活

動におけ

る 2030

年の削減

目標 

目標 
本社床面積当たりの電力消費量について、基準年度（2013年度）105.4kwh/㎡

に対して、2030年度の目標水準を100.1kwh/㎡とする（基準年度対比5％削減）。 

設定 

根拠 

対象とする事業領域：  

業務部門における電力消費がほぼ100％を占めており、本社における電力消費

量を削減することが温室効果ガスの排出量削減にもっとも効果的であると考えら

れるためであり、過去との対比を可能とするため原単位ベースを採用した。基準

年度から2020年度まで、毎年度0.7％ずつエネルギー消費量を削減することを想

定した上で、2020年度から2030年度までは2020年度の水準である基準年度対比で

5％削減を維持することとした。 

 

将来見通し：  

低炭素社会実行計画に参加する会員において、温室効果ガスの排出量削減に最

大限務めている中で2030年度目標を設定したが、2020年度目標が未達となってい

ることを踏まえて引き続き2030年度目標に取り組む。 

 

BAT：  

電力排出係数：  

0.439kg-CO₂/kwh（2020年度実績（受電端・調整後）を前提 

 

その他：  

２．低炭素/脱炭

素製品・サービ

ス等による他部

門での削減 

概要・削減貢献量：  

低炭素設備や再生可能エネルギー設備のリース等による普及促進、再生可能エ

ネルギーによる発電事業、環境経営への取組により我が国のCO₂排出量削減に貢

献している。 

（具体例） 

・低炭素設備のリース取引促進（2020年度の新規リース取扱高1,693億円） 

・低炭素設備の導入促進の各種施策（エコリース促進事業＊等の省エネルギー関

係の設備導入補助金）の中小企業等への広報、各種施策を活用したリース等の

取引促進 

＊エコリース促進事業により年間3.3万トンの CO₂を削減（2020年度） 

・再生可能エネルギー設備のリース取引の促進（2020年度に新規リース取引で設

置した設備数585設備 ＊26社実績） 

３．海外での 

削減貢献 

概要・削減貢献量：  

リース会社は、国内の取組で得たノウハウを活かし、海外において低炭素社会

実現に貢献する事業を展開することにより、海外の CO₂削減に貢献している。 

（具体例） 

・海外における低炭素設備及び再生可能エネルギー設備のリース取引 

・二国間クレジット制度（JCM）を活用した低炭素設備の導入促進 

４．2050 年カーボン

ニュートラルに向

けた革新的技術の

開発・導入 

概要・削減貢献量：  

該当なし 

５．その他の 

取組・特記事項 

2018年 11月に低炭素社会実行計画を改定した。基準年度を 2009年度から 2013

年度に変更し、2020年目標及び 2030年目標を設定した。 
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 昨年度フォローアップを踏まえた取組状況 
【昨年度の事前質問、フォローアップワーキングでの委員からの指摘を踏まえた計画に関する調査票の

記載見直し状況（実績を除く）】 

□ 昨年度の事前質問、フォローアップワーキングでの指摘を踏まえ説明などを修正した 

（修正箇所、修正に関する説明） 

 

 

 

 

 

 

 

■ 昨年度の事前質問、フォローアップワーキングでの指摘について修正・対応などを検討している 

（検討状況に関する説明） 

 

昨年度 WGでの指摘事項 検討状況 

各団体において、各社の SDGs の取組の情報共

有、推奨等のサポートをお願いしたい。 

リースは、SDGs と親和性が高く、SDGs の目標

達成に向けた取組に貢献できると考えられてい

るが、これまで確固とした調査研究がないた

め、2021年度にリースと SDGsに関する調査研究

を実施し、10月 15日に公表した。 

現時点での 2030 年度の目標値は考慮している

のか。2030年度目標は 50年の実質ゼロを踏まえ

て見直されますか。 

2030 年度目標については、わが国全体の目標

を考慮し、2021 年度の計数を検証したうえで、

2022 年度に目標見直しに関する検討を開始いす

る。 

 

 2030 年以降の長期的な取組の検討状況 
現時点で 2030 年以降の具体的な目標を策定していないため、目標値の見直しを含め 2030 年度以降の

取組についても検討する。 
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リース業における地球温暖化対策の取組 
 

2021年 10月 11日 

リース事業協会 

 

I. リース業の概要 
（１） 主な事業 

標準産業分類コード：7011 総合リース業 

産業機械、設備、その他の物品を特定の使用者にかわって調達し、それを賃貸する事業のうち、賃貸

するものが他の小分類 3 項目以上にわたり、かつ、賃貸する期間が 1 年以上にわたるもので、その期

間中に解約できる旨の定めがない条件で賃貸する事業所をいう。 

 

（２） 業界全体に占めるカバー率 

出所： 業界統計 

 

 

 

（３） 計画参加企業・事業所 

① カーボンニュートラル行動計画参加企業リスト 

 
■ エクセルシート【別紙１】参照。 

□ 未記載 

（未記載の理由） 

 

② 各企業の目標水準及び実績値 
 

□ エクセルシート【別紙２】参照。 

■ 未記載 

（未記載の理由） 

低炭素社会実行計画に参加する会員全体の目標であるため、各企業の目標指標は設けていない。 

 

  

業界全体の規模 業界団体の規模 
カーボンニュートラル行動計画 

参加規模 

企業数 231社 
団体加盟 
企業数 

231社 
計画参加 
企業数 

191社 

市場規模 
リース取扱高 
4兆5,910億円 

団体企業 
売上規模 

リース取扱高 
4兆5,910億円 

参加企業 
売上規模 

リース取扱高 
4兆1,212億円 
（89.8％） 

エネルギー
消費量 

― 

団体加盟
企業エネ
ルギー消
費量 

― 

計画参加
企業エネ
ルギー消
費量 

（電力消費量） 
3,086.3万kwh 
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（４） カバー率向上の取組 

① カバー率の見通し 
 

年度 

自主行動計画 

（2012年度） 

実績 

カーボンニュート

ラル行動計画

フェーズ1策定時 

（2013年度） 

2020年度 

実績 

2030年度 

見通し 

企業数 46% 42% 82% 90% 

売上規模 88% 79% 89% 97% 

エネルギー消

費量 
－ － － － 

（カバー率の見通しの設定根拠） 

前年に引き続き新型コロナウイルス感染拡大の影響により低炭素社会実行計画の実施を一時的に見合

わせた会員もあり、参加率が前年対比で微減した（2019年 84%→2020年度 82%）。引き続き、低炭素社

会実行計画の会員向け PR活動の実施及び非参加会員の参加勧奨活動の実施により、会員数ベースのカ

バー率で 2030年度 90%に達する見通しである。 

 

② カバー率向上の具体的な取組 
 

 取組内容 取組継続予定 

2020年度 低炭素社会実行計画の会員向け PR活動の実施 有／無 

 低炭素社会実行計画非参加会員の参加勧奨活動の実施 有／無 

   

   

2021年度以降 低炭素社会実行計画の会員向け PR活動の実施 有／無 

 低炭素社会実行計画非参加会員の参加勧奨活動の実施 有／無 

   

   

（取組内容の詳細） 

協会機関誌及び会員専用ホームページに低炭素社会実行計画に関する記事を掲載した。また、会員に 

アンケート調査を実施する際に、低炭素社会実行計画への参加を要請している。 
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（５） データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況 

【データの出典に関する情報】 

指標 出典 集計方法 

生産活動量 

□ 統計 

□ 省エネ法 

■ 会員企業アンケート 

□ その他（推計等） 

会員に対するアンケート調査（有効回答率

100％）の実数。 

エネルギー消費量 

□ 統計 

□ 省エネ法 

■ 会員企業アンケート 

□ その他（推計等） 

会員に対するアンケート調査（有効回答率

100％）の実数。 

CO₂排出量 

□ 統計 

□ 省エネ法・温対法 

■ 会員企業アンケート 

□ その他（推計等） 

電力排出計数により算出。 

 
【アンケート実施時期】 

2021年 5月～2021年 7月 

 

【アンケート対象企業数】 

231社 

 

【アンケート回収率】 

100% 

 

【業界間バウンダリーの調整状況】 

■ 複数の業界団体に所属する会員企業はない 

□ 複数の業界団体に所属する会員企業が存在 

 

□ バウンダリーの調整は行っていない 

（理由） 

 

 

 

 

 

□ バウンダリーの調整を実施している 

＜バウンダリーの調整の実施状況＞ 

 

 

 

 

【その他特記事項】 
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II. 国内の企業活動における削減実績 
 

（１） 実績の総括表 

【総括表】（詳細はエクセルシート【別紙４】参照。） 

 
基準年度 

(2013年度) 

2019年度 

実績 

2020年度 

見通し 

2020年度 

実績 

2020年度 

目標 

2030年度 

目標 

生産活動量 

(単位：万㎡) 15.3 31.0 35.7 30.4 35.7 35.7 

エネルギー 

消費量 

(単位：原油換算

ベース万Kｌ) 

0.4 0.8  0.7   

内、電力消費量 

(億kWh) 0.2 0.3 0.4 0.3 0.4 0.4 

CO₂排出量 

(万t-CO₂) 

0.9 

※１ 

1.4 

※2 

 

※3 

1.4 

※４ 

 

※5 

 

※6 
エネルギー 

原単位 

（単位: kWh/㎡） 
105.4 100.5 100.1 101.4 100.1 100.1 

CO₂原単位 

（単位: 万t-

CO2/万㎡ 

本社床面積）） 

0.060 0.045  0.045   

 

【電力排出係数】 

 ※１ ※２ ※３ ※４ ※５ ※６ 

排出係数[kg-CO₂/kWh] 0.567 0.444  0.439   

基礎/調整後/その他 調整後 調整後  調整後   

年度 2013 2019  2020   

発電端/受電端 受電端 受電端  受電端   
 
【2020年・2030年度実績評価に用いる予定の排出係数に関する情報】 

排出係数 理由／説明 

電力 

□ 基礎排出係数（発電端／受電端） 

■ 調整後排出係数（発電端／受電端） 

□ 特定の排出係数に固定 

   □ 過年度の実績値（○○年度 発電端／受電端） 

   □ その他（排出係数値：○○kWh/kg-CO₂ 発電端／受電端） 
 

＜上記排出係数を設定した理由＞ 

過去との比較のため同一係数を用いるため。 

 

その他燃料 

□ 総合エネルギー統計（○○年度版） 

□ 温対法 

□ 特定の値に固定 

□ 過年度の実績値（○○年度：総合エネルギー統計） 

□ その他 
 

＜上記係数を設定した理由＞ 
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（２） 2020年度における実績概要 

【目標に対する実績】 
 
＜2020年目標＞ 

目標指標 基準年度/BAU 目標水準 2020年度目標値 

105.4kwh/㎡ 2013年度 ▲5.0％ 100.1kwh/㎡ 

 

目標指標の実績値 達成状況 

基準年度実績 
(BAU目標水準) 

2019年度 
実績 

2020年度 
実績 

基準年度比
/BAU目標比 

2019年度比 達成率* 

105.4kwh/㎡ 
100.5kwh/

㎡ 
101.4kwh/

㎡ 
▲3.8％ 0.9％ 75.5％ 

＊ 達成率の計算式は以下のとおり。 

達成率【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－2020 年度の目標水準）×100（％） 

達成率【BAU 目標】＝（当年度の BAU－当年度の実績水準）／（2020 年度の目標水準）×100（％） 

 
 

＜2030年目標＞ 

目標指標 基準年度/BAU 目標水準 2030年度目標値 

105.4kwh/㎡ 2013年度 ▲5.0％ 100.1kwh/㎡ 

 

目標指標の実績値 進捗状況 

基準年度実績 
(BAU目標水準) 

2019年度 
実績 

2020年度 
実績 

基準年度比
/BAU目標比 

2019年度比 進捗率* 

105.4kwh/㎡ 
100.5kwh/

㎡ 
101.4kwh/

㎡ 
▲3.8％ 0.9％ 75.5％ 

＊ 進捗率の計算式は以下のとおり。 

進捗率【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－2030 年度の目標水準）×100（％） 

進捗率【BAU 目標】＝（当年度の BAU－当年度の実績水準）／（2030 年度の目標水準）×100（％） 
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【調整後排出係数を用いた CO₂排出量実績】 

 

 
2020年度実績 基準年度比 2019年度比 

CO₂排出量  1.4万t-CO₂ 155.6％ 0.0％ 

 

（３） BAT、ベストプラクティスの導入進捗状況 

 

BAT・ベストプラクティス

等 
導入状況・普及率等 導入・普及に向けた課題 

 
2020年度 ○○% 

2030年度 ○○% 

 

 
2020年度 ○○% 

2030年度 ○○% 

 

 
2020年度 ○○% 

2030年度 ○○% 

 

 

（４） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO₂排出量・原単位の実績 

【生産活動量】 

＜2020年度実績値＞ 

生産活動量（単位：㎡）：30.4万（基準年度比 199.0％、2019年度比▲1.9％） 

 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ） 

 
 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

年々、参加会員は増加していたため生産活動量は増加していたが、今年度は参加率が前年対比で微

減（2019年 84％→2020年度 82%）したことにより生産活動量は前年度対比で減少した。 
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【エネルギー消費量、エネルギー原単位】 

＜2020年度の実績値＞ 

エネルギー消費量（単位：kwh）：3,086.3万 kwh （基準年度比 191.9％、2019年度比 ▲0.9％） 

エネルギー原単位（単位：kwh/㎡）：101.4 kwh/㎡ （基準年度比 ▲3.8％、2019年度比 0.9％）  

 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ） 

 
 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

エネルギー消費量及びエネルギー原単位は年々減少傾向にあるが、2020 年度は、新型コロナウイル

ス感染拡大防止のため事務室内の換気を徹底したことに伴い、電力消費量の減少幅が小さくなったこ

と等の理由により、前年対比でエネルギー原単位は増加した。 

 

＜他制度との比較＞ 

（省エネ法に基づくエネルギー原単位年平均▲1%以上の改善との比較） 

該当なし（省エネ法の対象事業者に該当する事業者がいない）。 

 

 

 

（省エネ法ベンチマーク指標に基づく目指すべき水準との比較） 

□ ベンチマーク制度の対象業種である 

＜ベンチマーク指標の状況＞ 

ベンチマーク制度の目指すべき水準：○○ 

2020年度実績：○○ 

 

＜今年度の実績とその考察＞ 

 

■ ベンチマーク制度の対象業種ではない 

 

  

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

19
90
年
度

19
97
年
度

19
98
年
度

19
99
年
度

20
00
年
度

20
01
年
度

20
02
年
度

20
03
年
度

20
04
年
度

20
05
年
度

20
06
年
度

20
07
年
度

20
08
年
度

20
09
年
度

20
10
年
度

20
11
年
度

20
12
年
度

20
13
年
度

20
14
年
度

20
15
年
度

20
16
年
度

20
17
年
度

20
18
年
度

20
19
年
度

20
20
年
度

20
20
年
度

20
30
年
度

実績 目標水

準

エ
ネ
ル
ギ
ー
原
単
位

[万
kl

/本
社
床
面
積
（
万
㎡
）]

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

[万
kl

]

エネルギー消費量・原単位の推移

エネルギー消費量[万kl]
エネルギー消費量見通し
エネルギー原単位[万kl/本社床面積（万㎡）]
エネルギー原単位見通し

自主行動計画 低炭素社会実行計画



 

 - 11 - 

 

【CO₂排出量、CO₂原単位】 

＜2020年度の実績値＞ 

CO₂排出量（単位：万 t-CO₂ 電力排出係数：0.439kg-CO₂/kWh）： 

1.4万 t-CO₂ （基準年度比 155.6％、2019年度比 0％） 

CO₂原単位（単位：t-CO₂/㎡ 電力排出係数：同上）： 

 0.045 t-CO₂/㎡（基準年度比▲3.8％、2019年度比 0％） 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ） 

 
 

電力排出係数：0.439kg-CO₂/kWh  

 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

CO₂排出量及びCO₂排出原単位は年々減少傾向となっているが、2020年度は、新型コロナウイルス感

染拡大防止のため事務室内の換気を徹底したことに伴い、空調機器の電力消費量の減少幅が小さく

なったこと等の理由により、エネルギー消費量の減少幅が小さく CO₂排出量が横ばいとなった。 
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【要因分析】（詳細はエクセルシート【別紙５】参照） 

 

（CO₂排出量） 

 
基準年度→2020年度変化分 2019年度→2020年度変化分 

（万 t-CO₂） （％） （万 t-CO₂） （％） 

事業者省エネ努力分 ▲0.060 ▲6.6% 0.012 0.9% 

燃料転換の変化 0.000 0.0% 0.000 0.0% 

購入電力の変化 ▲0.287 ▲31.5% ▲0.016 ▲1.1% 

生産活動量の変化 0.790 86.6% ▲0.024 ▲1.7% 

 

（エネルギー消費量） 

 
基準年度→2020年度変化分 2019年度→2020年度変化分 

（万ｋｌ） （％） （万ｋｌ） （％） 

事業者省エネ努力分 ▲0.039 ▲9.9% 0.006 0.0% 

生産活動量の変化 0.392 99.5% ▲0.013 0.0% 

 

（要因分析の説明） 

基準年度と比較すると、低炭素社会実行計画の参加会員は最大限の電力消費の削減に努めており、

その効果が省エネ努力分で示されている。 

前年度と比較する生産活動量は減少し、購入電力の変化もあり、CO₂排出量の増加は抑えられてい

る。 

 

  



 

 - 13 - 

（５） 実施した対策、投資額と削減効果の考察 

【総括表】（詳細はエクセルシート【別紙６】参照。） 

年度 対策 投資額 

年度当たりの 

エネルギー削減量 

CO₂削減量 

設備等の使用期間

（見込み） 

2020年度 

 
   

    

    

2021年度 

以降 

    

    

    

 

【2020年度の取組実績】 

（設備投資動向、省エネ対策や地球温暖化対策に関連しうる投資の動向） 

 

 

 

（取組の具体的事例） 

 

 

 

（取組実績の考察） 

 

 

 

【2021年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 

 

 

【IoT等を活用したエネルギー管理の見える化の取組】 

 

 

 

【他事業者と連携したエネルギー削減の取組】 

 

 

 

【業界内の好取組事例、ベストプラクティス事例、共有や水平展開の取組】 

 

 

  

該当なし： 

 ほとんどのリース会社が本社事務所を賃借しているため、ソフト面の対応

が中心となる。 
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（６） 想定した水準（見通し）と実績との比較・分析結果及び自己評価 

【目標指標に関する想定比の算出】 
＊ 想定比の計算式は以下のとおり。 

想定比【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－当年度の想定した水準）×100（％） 

想定比【BAU 目標】＝（当年度の削減実績）／（当該年度に想定した BAU 比削減量）×100（％） 

 
想定比＝（計算式） 

（基準年度の実績水準 105.4 kwh/㎡－当年度の実績水準 101.4kwh/㎡） 
／（基準年度の実績水準 105.4 kwh/㎡－当年度の想定した水準 100.1kwh/㎡）×100（％） 

 ＝75.7％ 

 

【自己評価・分析】 

 

＜自己評価及び要因の説明＞ 

□ 想定した水準を上回った（想定比＝110%以上） 

□ 概ね想定した水準どおり（想定比＝90％～110%） 

■ 想定した水準を下回った（想定比＝90%未満） 

□ 見通しを設定していないため判断できない（想定比=－） 

 

（自己評価及び要因の説明、見通しを設定しない場合はその理由） 

目標達成率が前年対比で減少した（2019 年 92.5%→2020 年度 75.7%）。2020 年度は、新型コロナウ

イルス感染拡大防止のため事務室内の換気を徹底したことに伴い、空調機器の電力消費量の減少幅が

小さくなったこと等の理由により、原単位ベースでの目標を達成することができなかった。 

 

（自己評価を踏まえた次年度における改善事項） 

2021 年度は会員の参加率を 90%にすることを目標としており、引き続き、会員の参加率向上に取り

組む。なお、2021 年度から再生可能エネルギーを本社の電力に使用する会員会社があるため、電力消

費量のカウント方法を検討する。 

 

（７） 次年度の見通し 

【2021年度の見通し】 

 生産活動量 
エネルギー 

消費量 

エネルギー 

原単位 
CO₂排出量 CO₂原単位 

2020年度 

実績 
30.4万㎡ 0.3 億 kwh/㎡ 101.4kwh/㎡   

2021年度 

見通し 
35.7万㎡ 0.4 億 kwh/㎡ 100.1kwh/㎡   

（見通しの根拠・前提） 

2021 年度の参加会員が引き続き低炭素社会実行計画に参加し、当該参加会員に本社移転が生じない

こと、会員の参加率が 90％となることを前提としている。 
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（８） 2020年度目標達成率 

【目標指標に関する達成率の算出】 
＊ 達成率の計算式は以下のとおり。 

達成率【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－2020 年度の目標水準）×100（％） 

達成率【BAU 目標】＝（当年度の BAU－当年度の実績水準）／（2020 年度の目標水準）×100（％） 

 
達成率＝（計算式） 
（基準年度の実績水準 105.4kwh/㎡－2020 年度の実績水準 101.4kwh/㎡） 
／（基準年度の実績水準 105.4kwh/㎡－2020 年度の想定水準 100.1kwh/㎡）×100（％） 

 ＝75.5％ 

 

【自己評価・分析】 

＜自己評価とその説明＞ 

□ 目標達成 

 

（目標達成できた要因） 

 

 

（新型コロナウイルスの影響） 

 

 

（達成率が 2020年度目標を大幅に上回った場合、目標水準の妥当性に対する分析） 

 

■ 目標未達 

 

（目標未達の要因） 

目標達成率が前年対比で減少した（2019 年 92.5%→2020 年度 75.7%）。2020 年度は、新型コロナウイ

ルス感染拡大防止のため事務室内の換気を徹底したことに伴い、空調機器の電力消費量の減少幅が小さ

くなったこと等の理由により、原単位ベースでの目標を達成することができなかった。 

 

（新型コロナウイルスの影響） 

多くの会員会社では、新型コロナウイルス感染症対策のため、事務室内の換気を徹底したことにより

空調設備の効率が低下し、さらには、従業員の座席の間隔を広げるために通常は使用していない部屋を

使用したことにより電力消費量の減少幅が小さくなった。 

 

（フェーズⅡにおける対応策） 

現時点では、参加会員が引き続き本社電力消費量の削減に最大限努めることとするが、2022 年度の目

標見直しの検討に際して、対応策を検討する。 

 

 

（９） 2030年度の目標達成の蓋然性 

【目標指標に関する進捗率の算出】 
＊ 進捗率の計算式は以下のとおり。 

進捗率【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－2030 年度の目標水準）×100（％） 

進捗率【BAU 目標】＝（当年度の BAU－当年度の実績水準）／（2030 年度の目標水準）×100（％） 

 
進捗率＝（計算式） 
（基準年度の実績水準 105.4kwh/㎡－2020 年度の実績水準 101.4kwh/㎡） 
／（基準年度の実績水準 105.4kwh/㎡－2030 年度の想定水準 100.1kwh/㎡）×100（％） 

 ＝75.5％ 
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【自己評価・分析】 

（目標達成に向けた不確定要素） 

参加会員が増加することにより電力消費量が増加する可能性がある。 

 

 

（既に進捗率が 2030年度目標を上回っている場合、目標見直しの検討状況） 

 

（１０） クレジットの取得・活用及び創出の実績・予定と具体的事例 

【業界としての取組】 

□ クレジットの取得・活用をおこなっている 

□ 今後、様々なメリットを勘案してクレジットの取得・活用を検討する 

□ 目標達成が困難な状況となった場合は、クレジットの取得・活用を検討する 

■ クレジットの取得・活用は考えていない ＊現時点 

□ 商品の販売等を通じたクレジット創出の取組を検討する 

□ 商品の販売等を通じたクレジット創出の取組は考えていない 

 

【活用実績】 

□ エクセルシート【別紙７】参照。 

 

【個社の取組】 

□ 各社でクレジットの取得・活用をおこなっている 

□ 各社ともクレジットの取得・活用をしていない 

□ 各社で自社商品の販売等を通じたクレジット創出の取組をおこなっている 

□ 各社とも自社商品の販売等を通じたクレジット創出の取組をしていない 

 

【具体的な取組事例】 

取得クレジットの種別  

プロジェクトの概要  

クレジットの活用実績  
 

取得クレジットの種別  

プロジェクトの概要  

クレジットの活用実績  
 

創出クレジットの種別  

プロジェクトの概要  

 

創出クレジットの種別  

プロジェクトの概要  
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Ⅲ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献 
（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠 

低炭素社会実行計画の参加会員（198 社）に対して、低炭素製品・サービス等による他部門での貢献の

状況を調査した。（ ）内は当該項目の回答会社数を表す。 

 

 

（当該製品・サービス等の機能・内容等、削減貢献量の算定根拠や算定の対象としたバリューチェー

ン／サプライチェーンの範囲） 

 

低炭素社会実行計画の参加会員（191 社）に対して、低炭素製品・サービス等による他部門での

貢献の状況を調査した。（ ）内は当該項目の回答会社数を表す。 

 
（２） 2020年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

＜エコリース等促進事業等の補助事業を活用したリース取引の推進＞ 

事例 取組内容 

１ ・低炭素商品向け補助金の積極活用に取組んでいる。 

2 ・エコリース補助金を活用した低炭素機器の普及促進に取組んでいる。 

3 ・エコリース・エコ投資を年間 500件の実行目標に設定し、取引を推進している。 

 
低炭素製品・ 

サービス等 

削減実績 

（2020年度） 

削減見込量 

（2030年度） 

1 
低炭素設備のリース取引 

（48社） 

2020年度新規リース契約件数 

3,979件 

2020年度新規リース取扱高 

1,696億円 

 

2 
再生可能エネルギー設備の

リース取引（23社） 

2020年度に新規リース契約を

した設備数 585 設備 
 

3 

エコリース促進事業等の補助

事業を活用したリース取引の

推進(43社) 

エコリース促進事業をはじめ

9制度を利用 
 

４ 
21世紀金融行動原則署名（45

社） 
―  

５ 
両面コピー等による用紙の削

減（105社） 

紙使用量を2ｇ削減すること

により2.9ｇ-CO2の削減が可

能となる（環境省「３R 原単

位の算出方法」より）。 

＊左記105社に加えて、2021

年度に36社が実施予定 

 

６ 

書類の電子化、業務プロセス

改善による書類削減等のペー

パーレス化（64社） 

紙使用量を2ｇ削減すること

により2.9ｇ-CO2の削減が可

能となる（環境省「３R 原単

位の算出方法」より）。 

＊左記64社に加えて、2021年

度に58社が実施予定 

 

７ 

リユース・リサイクル率の高

いリース終了物件取扱業者の

選定（43社） 

＊左記43社に加えて、2021年

度に17社が実施予定 
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4 ・補助金を活用した取引先のエネルギー効率の高い設備の導入支援や再生可能エネルギー

分野への取組み等を通じ、ＣＯ２の削減へ取組んでいる。（2社） 

5 ・ESGリース促進事業の推進に取組んでいる。 

 

＜再生エネルギー設備及び省エネ設備のリース取引等＞ 

事例 取組内容 

6 ・太陽光発電、バイオマス、地熱、風力発電などの再生可能エネルギーの普及促進に取組

んでいる。 

7 ・二国間クレジット制度（ＪＣＭ）の活用による新興国における再生可能エネルギー及び

省エネ機器の普及促進に取組んでいる。 

8 ・管水路用マイクロ水力発電、中小水力発電、バイオマスガス発電、メガソーラー導入支

援などに取組んでいる。 

9 ・ソーラー発電やバイオマス発電事業への融資に取組んでいる。 

10 ・低燃費型建設機械の油圧ショベル、ホイールローダーをサプライヤーと連携し、リー

ス・割賦事業を行っている。 

 

＜再生可能エネルギーによる発電事業＞ 

事例 取組内容 

11 

 

・国内の太陽光発電事業では 2021年 3月末時点で約 3GWのプロジェクトを確保し、日本で

トップ規模の太陽光発電事業者となっている。海外での再生可能エネルギーによる発電

事業、環境エネルギー分野への投資にも取組んでいる。 

12 ・ユーザーの建物屋根に設置し、太陽光から発電する電力を提供する PPA 事業（Power 

Purchase Agreement：電力販売契約）を開始している。2020 年度は 16 件の契約締結し

ており、今後も再エネ活用によるクリーン電力の普及に貢献する。 

13 ・九州を中心に 10 ヶ所（合計 19.5ＭＷ）の太陽光発電所を保有・運営または出資してお

り、2020年度のＣＯ２削減量は約 9,300ｔとなる。 
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＜ユーザー、サプライヤー、その他（リース終了物件取扱業者、物流業者等）と連携した取組事例＞ 

事例 取組内容 

17 ・住設機器メーカー宛て、屋根置太陽光/PPA を提案、自家消費以外の電力についてもカー

ボンフリー電力への切替、事業所の RE100 化に取組んでいる。 

18 ・2013 年からサプライヤーとの合弁で再生可能エネルギ一発電事業を開始。東日本大震を

受けた「帰還困難区域」での太陽光発電所建設、海外プロジェクトヘの出資なども行っ

ている。 

19 ・提携会社と太陽光発電の自家消費支援サービスの推進に取組んでいる。グループ会社等

を通じて、IT 機器のリファービッシュ事業（中古製品を回収し、現在の環境基準にかな

うように手入れして、リサイクルする事業）を展開している。 

20 ・リース・レンタル満了品のうち、再販可能な ICT 製品をリユースしている。グループ会

社を通じてデータ消去・清掃を施し、国内外に再販している。再販が難しい製品は、グ

ループ会社の 3R システムにより部品リユースしている。部品リユース後の製品は、鉄

や銅、アルミなどの材料に分けられ、最終的には 98％がリユース・リサイクルされてい

る。 

 

 

 

（取組実績の考察） 

リースのメリットは、①設備導入時に多額の費用が不要であること、②事務管理の省力化、③コスト

を容易に把握できることなどが挙げられる。企業はこれらのメリットを評価して、低炭素設備をリース

で導入していると考えられ、リース取引は低炭素設備の普及促進に貢献している。 

また、リース会社は、低炭素設備導入を促進する国の施策の活用、リース事業で蓄積した資産管理ノ

ウハウ等を活用して、再生可能エネルギーの発電事業を展開するほか、環境経営、社内における CO₂削

減の取組を実施することにより低炭素社会実現に貢献している。 

 これまで築き上げてきたユーザー・サプライヤーとの関係を深めていくことにより、企業等に対して

低炭素設備及びサービス等を提案し、これが実現することにより低炭素社会実現に貢献している。 

 

（３） 2021年度以降の取組予定 

2021年度以降においても、上記で紹介した取組を実施し、低炭素社会実現に貢献する。 
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Ⅳ．海外での削減貢献 
（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠 

 

 

（削減貢献の概要、削減貢献量の算定根拠） 

低炭素社会実行計画の参加会員（191 社）に対して、低炭素製品・サービス等による他部門での

貢献の状況を調査した。（ ）内は当該項目の回答会社数を表す。 

 

 

 
（２） 2020年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

（1）に記載したとおり。 

 

 
（取組実績の考察） 

リース会社は、国内の取組で得たノウハウを活かし、海外において低炭素社会実現に貢献する事業を

展開することにより、海外の CO₂削減に貢献している。 

 

 

（３） 2021年度以降の取組予定 

2021年度以降においても、上記で紹介した取組を実施し、海外の CO₂削減に貢献する。 

 

 

 海外での削減貢献 
削減実績 

（2020年度） 

削減見込量 

（2030年度） 

1 
海外における低炭素設備の

リース取引（1社） 

2020 年度新規リース取

扱高  64億円 
 

2 
再生可能エネルギー設備の

リース取引（2社） 

2020 年度に新規リース

契約実行（太陽光設

備） 

 

3 

二国間クレジット制度

(JointCreditingMechanism 

(JCM）)の補助制度を利用した

リース取引 

2020年度に、環境省及

び執行団体である公益

財団法人地球環境セン

ター（GEC）が募集した

JCM設備補助事業におい

て、ミャンマー、フィ

リピン、タイの3か国

で、3つのプロジェクト

が採択された。太陽光

設備の導入により、CO2

排出削減に貢献してい

る。 
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Ⅴ．2050 年カーボンニュートラルに向けた革新的技術の開発・導入 
（１） 革新的技術・サービスの概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠 

（技術・サービスの概要・算定根拠） 
 

 

 

 

（２） 革新的技術・サービスの開発・導入のロードマップ 

 技術・サービス 2020 2025 2030 2050 

1  
 

   

2      

3      

 

（３） 2020年度の取組実績 

（取組の具体的事例、技術成果の達成具合、他産業への波及効果、CO2削減効果） 

① 参加している国家プロジェクト 

 

 

 

② 業界レベルで実施しているプロジェクト 

 

 

 

③ 個社で実施しているプロジェクト 

 

 

  

 革新的技術・サービス 導入時期 削減見込量 

1 
 

  

2    

3    

該当なし 

該当なし 
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（４） 2021年度以降の取組予定 

（技術成果の見込み、他産業への波及効果・CO2削減効果の見込み） 

① 参加している国家プロジェクト 

 

 

 

② 業界レベルで実施しているプロジェクト 

 

 

 

③ 個社で実施しているプロジェクト 

 

 

 

（５） 革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など） 

 

 

 

（６） 想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む） 

＊ 公開できない場合は、その旨注釈ください。 

 

（2030年） 

 

 

 

（2030年以降） 
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Ⅵ．情報発信、その他 
（１） 情報発信（国内） 

① 業界団体における取組 

取組 

発表対象：該当するものに

「○」 

業界内限定 一般公開 

低炭素社会実行計画の進捗状況を協会ホームページ及び「月刊

リース」で公表 
 ○ 

リースと SDGs に関する調査研究を実施し、その成果を協会ホーム

ページ（2021 年 10 月）及び「月刊リース」（2021 年 11 月以降）

で公表 

 ○ 

   

   

   

 

＜具体的な取組事例の紹介＞ 

協会ホームページ及び協会機関誌「月刊リース」に毎年、リース業界の低炭素社会実行計画の進捗状

況を公表している。 

 

 

②  個社における取組 

取組 

発表対象：該当するものに

「○」 

企業内部 一般向け 

統合報告書、CSR報告書、ホームページで取り組みを公表  ○ 

   

   

 

＜具体的な取組事例の紹介＞ 

一部の会員において、統合報告書、CSR報告書、ホームページで各社の取り組みを公表している。 

 

③ 学術的な評価・分析への貢献 
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（２） 情報発信（海外） 

＜具体的な取組事例の紹介＞ 

 

 

 

（３） 検証の実施状況 

① 計画策定・実施時におけるデータ・定量分析等に関する第三者検証の有無 

 

検証実施者 内容 

■ 政府の審議会  

□ 経団連第三者評価委員会  

□ 業界独自に第三者（有識者、研究 

   機関、審査機関等）に依頼 

□ 計画策定 

□ 実績データの確認 

□ 削減効果等の評価 

□ その他 

（                      ） 

 

② （①で「業界独自に第三者（有識者、研究機関、審査機関等）に依頼」を選択した場合） 

団体ホームページ等における検証実施の事実の公表の有無 

 

□ 無し  

□ 有り 
掲載場所： 

 

 

Ⅶ．業務部門（本社等オフィス）・運輸部門等における取組 
（１） 本社等オフィスにおける取組 

① 本社等オフィスにおける排出削減目標 
 

■ 業界として目標を策定している 
 

削減目標：2013年 11月策定（2015年 11月改定、2018 年 11月改定） 

【目標】 

本社床面積当たりの電力消費量について、基準年度（2013年度）105.4kwh/㎡に対し、2020年

度の目標水準を100.1kwh/㎡（基準年度対比5％削減）、2030年度の目標水準を100.1kwh/㎡（基

準年度対比5％削減）とする。 
 

【対象としている事業領域】 

本社 

 

 

□ 業界としての目標策定には至っていない 

（理由） 
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② エネルギー消費量、CO₂排出量等の実績 
 

本社オフィス等の CO₂排出実績（191社計） 

 
2009 

年度 

2010

年度 

2011

年度 

2012

年度 

2013

年度 

2014

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017

年度 

2018

年度 

2019

年度 

2020

年度 

延べ床面積 

(万㎡)： 
16.7 16.9 16.9 17.5 15.3 28.0 29.5 30.9 30.9 30.0 31.0 30.4 

CO2排出量 

(万 t-CO2) 
0.8 0.7 0.9 0.9 0.9 1.8 1.7 1.6 1.5 1.4 1.4 1.4 

床面積あた

りの CO2排

出量 

（kg-

CO2/m2） 

0.048 0.041 0.053 0.051 0.060 0.063 0.058 0.052 0.050 0.047 0.045 0.045 

エネルギー

消費量（原

油換算） 

（万 kl） 

0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 0.8 0.8 0.8 0.8 0.7 0.8 0.7 

床面積あた

りエネル

ギー消費量 

（l/m2） 

0.030 0.030 0.030 0.023 0.026 0.029 0.027 0.026 0.026 0.023 0.026 0.023 

 

 

□ Ⅱ．（１）に記載の CO₂排出量等の実績と重複 

 

□ データ収集が困難 

（課題及び今後の取組方針） 

 

③ 実施した対策と削減効果 
 

【総括表】（詳細はエクセルシート【別紙８】参照。） 

 

（単位：t-CO₂） 

 
照明設備等 空調設備 エネルギー 建物関係 合計 

2020年度実績 1,140 1,443 46 67 2,562 

2021年度以降 1,006 1,373 23 93 2,629 

 

【2020年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 

昼休み時などの消灯徹底化、退社時にパソコンの電源オフの徹底、照明の間引き、冷暖房温度の設定

を行う会員が多い。 

 

（取組実績の考察） 

ほとんどの会員が本社オフィスを賃借していることから、ソフト面での取り組みが中心となり、ハー

ド面での取り組みは少ない。 
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【2021年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 

本社電力消費量の削減の取組を着実に実施して、本社の電力消費の削減に努める。 

 

（２） 運輸部門における取組 

① 運輸部門における排出削減目標 

 

□ 業界として目標を策定している 
 

削減目標：○○年○月策定 

【目標】 

 
 

【対象としている事業領域】 

 

 

 

■ 業界としての目標策定には至っていない 

（理由） 

リース設備の輸送は、設備メーカー等が行うため、リース会社は運輸部門を有していない。 

 

② エネルギー消費量、CO₂排出量等の実績 

 

 
2009 

年度 

2010

年度 

2011

年度 

2012

年度 

2013

年度 

2014

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017

年度 

2018

年度 

2019

年度 

2020

年度 

輸送量 

（万ﾄﾝｷﾛ） 
            

CO2 排出量 

（万 t-CO2） 
            

輸送量あた

り CO2 排出

量 

（kg-CO2/ﾄﾝ

ｷﾛ） 

            

エネルギー

消費量（原

油換算） 

（万 kl） 

            

輸送量あた

りエネル

ギー消費量 

（l/ﾄﾝｷﾛ） 

            

 

□ Ⅱ．（２）に記載の CO₂排出量等の実績と重複 

 

□ データ収集が困難 

（課題及び今後の取組方針） 
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③ 実施した対策と削減効果 
＊ 実施した対策について、内容と削減効果を可能な限り定量的に記載。  

年度 対策項目 対策内容 削減効果 

2020年度  
 

○○t-CO₂／年 

    

  
  

2021年度以降   ○○t-CO₂／年 

    

    

 

【2020年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 

 

 

 

（取組実績の考察） 

 

 

 

【2021年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 

 

 

 

 

（３） 家庭部門、国民運動への取組等 

 

【家庭部門での取組】 

 

 

 

 

【国民運動への取組】 
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Ⅷ. 国内の企業活動における 2020年・2030年の削減目標 
 

【削減目標】 

＜2020年＞（2013年11月策定、2018年11月改定） 

本社床面積当たりの電力消費量について、基準年度（2013年度）105.4kwh/㎡に対し、2020年度の目標水準を

100.1kwh/㎡とする（基準年度対比5％削減）。 

 

＜2030年＞（2015年11月策定、2018年11月改定） 

 本社床面積当たりの電力消費量について、基準年度（2013年度）105.4kwh/㎡に対し、2030年度の目標水準を

100.1kwh/㎡とする（基準年度対比5％削減）。 

 

【目標の変更履歴】 

＜2020年＞ 

基準年度2009年度を2013年度に変更し、目標値を基準年度対比▲10％から▲5％に変更した。 

 

＜2030年＞ 

基準年度2009年度を2013年度に変更し、目標値を基準年度対比▲20％から▲5％に変更した。 

 

【その他】 

 

 

 

【昨年度フォローアップ結果を踏まえた目標見直し実施の有無】 

□ 昨年度フォローアップ結果を踏まえて目標見直しを実施した 

（見直しを実施した理由） 

 

 

 

■ 目標見直しを実施していない 

（見直しを実施しなかった理由） 

2018年11月に改定しており、2030年度の目標に取り組んでいる。 

 

 

【今後の目標見直しの予定】 

□ 定期的な目標見直しを予定している（○○年度、○○年度） 

■ 必要に応じて見直すことにしている 

（見直しに当たっての条件） 

2030年度目標については、わが国全体の目標を考慮し、2021年度の計数を検証したうえで、2022年度に目標

見直しに関する検討を開始いたします。 

 

（１） 目標策定の背景 

経済活動の持続的な発展は、公正かつ自由な経済活動の基盤となるものであり、経済界の一員として、リース 

業界の地球温暖化対策自主行動計画及び低炭素社会実行計画を策定した。 

低炭素社会実行計画については、地球温暖化対策自主行動計画及びこれまでの実績を踏まえつつ、2013年度を 

基準年度とし、2020年度までは毎年0.7％ずつ原単位（本社床面積当たりの電力消費量）を削減し、2030年度ま 

では 2020年度の水準を維持する目標を設定した。 
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（２） 前提条件 

【対象とする事業領域】 

本社の床面積当たりの電力消費量を対象とする。 

 

 

【2020年・2030年の生産活動量の見通し及び設定根拠】 

<生産活動量の見通し＞ 

会員を対象としたアンケート調査に基づき推計した。 

 

 

＜算定・設定根拠、資料の出所等＞ 

会員を対象としたアンケート調査に基づく。 

 

 

【計画策定の際に利用した排出係数の出典に関する情報】 ※CO₂目標の場合 

排出係数 理由／説明 

電力 

□ 基礎排出係数（○○年度 発電端／受電端） 

□ 調整後排出係数（○○年度 発電端／受電端） 

□ 特定の排出係数に固定 

   □ 過年度の実績値（○○年度 発電端／受電端） 

   □ その他（排出係数値：○○kWh/kg-CO₂ 発電端／受電端） 

 

＜上記排出係数を設定した理由＞ 

 

 

 

その他燃料 

□ 総合エネルギー統計（○○年度版） 

□ 温対法 

□ 特定の値に固定 

□ 過年度の実績値（○○年度：総合エネルギー統計） 

□ その他 

 

＜上記係数を設定した理由＞ 

 

 

 

 

【その他特記事項】 

 

 

 

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性 

【目標指標の選択理由】 

リース業界においては、業務部門における電力消費がほぼ 100％を占めており、本社における電力消費量を削減

することが温室効果ガスの排出量削減にもっとも効果的であると考えられるためであり、過去との対比を可能と

するため原単位ベースを採用した。 

基準年度については、地球温暖化対策自主行動計画及びこれまでの実績を踏まえつつ、2013 年度を基準年度と

した。 
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【目標水準の設定の理由、2030年政府目標に貢献するに当たり自ら行いうる最大限の水準であることの説明】 

 

＜選択肢＞ 

□ 過去のトレンド等に関する定量評価（設備導入率の経年的推移等） 

■ 絶対量/原単位の推移等に関する見通しの説明 

□ 政策目標への準拠（例：省エネ法1%の水準、省エネベンチマークの水準） 

□ 国際的に最高水準であること 

□ BAUの設定方法の詳細説明 

□ その他 

 

＜2030年政府目標に貢献するに当たり最大限の水準であることの説明＞ 

低炭素社会実行計画の進捗状況を確認したところ、2013 年度からの参加会員（計画設定当初）と比べ、2014 年

度以降参加した会員の原単位が高く、今後、更に参加会員が増加することにより、原単位が高くなる可能性があ

る中で、現時点では、参加会員が最大限努力することにより達成できる目標である。 

 

 

【BAUの定義】 ※BAU目標の場合 

＜BAUの算定方法＞ 

 

 

 

＜BAU水準の妥当性＞ 

 

 

 

＜BAUの算定に用いた資料等の出所＞ 

 

 

 

【国際的な比較・分析】 
 

□ 国際的な比較・分析を実施した（○○○○年度） 

（指標） 

 

 

 

（内容） 

 

 

 

（出典） 

 

 

 

（比較に用いた実績データ）○○○○年度 

 

 

 

■ 実施していない  

（理由） 

他国におけるリース業の電力消費量が入手不能。 
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【導入を想定しているＢＡＴ（ベスト・アベイラブル・テクノロジー）、ベストプラクティスの削減見込量、算定

根拠】 

＜設備関連＞ 

対策項目 
対策の概要、 

BATであることの説明 
削減見込量 

普及率 

実績・見通し 

 
 

 
 

基準年度○％ 

↓ 

2020年度○％ 

↓ 

2030年度○％ 

 
 

 
 

基準年度○％ 

↓ 

2020年度○％ 

↓ 

2030年度○％ 

（各対策項目の削減見込量及び普及率見通しの算定根拠） 

 

 

 

（参照した資料の出所等） 

 

 

 
＜運用関連＞ 

対策項目 
対策の概要、 

ベストプラクティスであることの説明 
削減見込量 

実施率 

見通し 

   

基準年度○％ 

↓ 

2020年度○％ 

↓ 

2030年度○％ 

 

 

 

 
 

基準年度○％ 

↓ 

2020年度○％ 

↓ 

2030年度○％ 

（各対策項目の削減見込量及び実施率見通しの算定根拠） 

 

 

 

（参照した資料の出所等） 
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＜その他＞ 

対策項目 
対策の概要、ベストプラクティスであること

の説明 
削減見込量 

実施率 

見通し 

   

基準年度○％ 

↓ 

2020年度○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

（各対策項目の削減見込量及び実施率見通しの算定根拠） 

 

 

 

（参照した資料の出所等） 

 

 

 

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態 

 

【工程・分野別・用途別等のエネルギー消費実態】 

出所：  

 

 

 

【電力消費と燃料消費の比率（CO₂ベース）】 

 

電力： ○％ 

  燃料： ○％ 

 

 

 

 




